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熊本地震における災害廃棄物処理対応
ー東⽇本⼤震災から得られた教訓の活⽤ー

（⼀社）廃棄物資源循環学会*

理事 吉岡敏明**（東北⼤学）
理事 森⼝祐⼀**（東京⼤学）

[*防災学術連携体・正会員 **防災学術連携体・防災連携委員]

一般社団法人 廃棄物資源循環学会

災害時の廃棄物対策 ３つの柱（環境省４/22）
①し尿
●仮設トイレ等の槽が満杯に・・・
→し尿処理業界が各地から応援

②⽣活ごみ
●集積所等で悪臭やハエの発⽣、景観の悪化
→他市町村からの応援

③災害廃棄物(がれき)
●⽣活再建・復興の⽀障
→仮置場の設置と集積
→発⽣量の推計
→広域処理体制の構築
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環境省提供スライド
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東⽇本⼤震災からの重点項⽬の抽出
⼤分類 実施項⽬等

① 処理の前提条件 平時の廃棄物処理能⼒、被害状況、事前準備
② 各種実績 ⼀般廃棄物処理量、がれき処理量、地元経済貢献
③ 災害廃棄物関連業務の体制 基本処理体制、⺠間事業者との連携、応援、県・市町村間
④ 処理計画の策定、⾒直し 処理計画、発⽣量推定、推計⽅法、⾒直し⽅法
⑤ 運⽤／運⾏管理 実施⾏程、処理量モニタリング、運⾏管理、搬出⼊管理
⑥ 渉外：住⺠への広報等 住⺠への広報、各種相談・申請窓⼝、視察対応
⑦ 仮置場等施設の設置と解体 名称・定義、仮置選定プロセス、⼀次／⼆次集積所ほか
⑧ 発注・契約関連 処理業務の発注、施⼯管理業務の発注、焼却処理施設
⑨ 財政⾯の対応 国、⾃治体内調整・⼿続など
⑩ ⼀般廃棄物等 （し尿処理他） ⽣活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬、仮設トイレ
⑪ 解体 /撤去 散乱がれき・被災⾃動⾞・家屋等の撤去・解体、公共施設
⑫ 環境配慮・適正保管・管理 衛⽣管理、環境への配慮、⽕災、安全管理、分別指導
⑬ 中間処理 破砕・選別処理、焼却処理
⑭ 最終処分 埋⽴最終処分、再⽣資材の利⽤、売却
⑮ 広域処理 交渉、調整プロセス、品質要求
⑯ 製品：津波堆積物 リサイクル⽅法、要求品質
⑰ 製品：混合廃棄物 混合可燃物、混合不燃物
⑱ 製品：災害時特有廃棄物 ⽔産物、⾃動⾞、船舶、⽯膏ボードなど
⑲ 製品：有害危険物ほか トランス・コンデンサー、思い出の品など 3

全国⾃治体の災害廃棄物処理に係る関⼼事項
に関する東⽇本⼤震災の教訓の抽出

l 全国⾃治体が災害廃棄物対策の検討・取組を進めていくうえで「聞きたいこと」、
東北地⽅の被災⾃治体が全国⾃治体へ「伝えたいこと」を抽出。

l 特に全国⾃治体の関⼼が⾼い、「仮置場」と「し尿処理」については、課題と対応
フローを作成した上で、個別課題に係る詳細整理を⾏い、東⽇本⼤震災の教訓として
整理。

１ 災害廃棄物処理計画について
２ 仮置場の選定について
３ 災害廃棄物の発⽣量の推計・⾒直しについて
４ 発災後のし尿の収集・運搬・処理について
５ 発災後に必要と思われる組織・体制・⼈材等について
６ ⼀般廃棄物処理施設の減災・早期の再稼働について
７ 仮置場の管理について
８ 仮設トイレについて
９ 災害廃棄物処理実⾏計画について
１０ 広域処理の実施にかかる判断について

全国⾃治体の災害廃棄物処理に係る関⼼事項（上位10項⽬）
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災害廃棄物の発⽣量の推計

災害名 発⽣年⽉ 災害廃棄物量 処理期間

東⽇本⼤震災 H23年3⽉
3100万トン
（津波堆積物1100
万トンを含む）

約3年
（福島県を除く）

阪神・淡路⼤震災 H7年1⽉ 1500万トン 約3年

新潟県中越地震 H16年10⽉ 60万トン 約3年

広島県⼟砂災害 H26年8⽉ 58万トン 約1.5年

伊⾖⼤島豪⾬災害 H25年10⽉ 23万トン 約1年

平成27年9⽉関東・
東北豪⾬（常総市） H27年9⽉ 9万3千トン

（推計値）
約1年
（予定）

○ 被害状況等を踏まえ、発⽣量を推計作業中
※ ⽚付けごみ、損壊家屋、⼟砂混合物など

○ ⼈⼯衛星画像や航空写真を活⽤し解析推計中

画像解析の例

環境省提供スライド
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東⽇本⼤震災の経験から今後の⼤規模災害への備えへ

⼤規模災害への備え
備え１ 廃棄物処理体制の早期復旧に向けた初動体制の整備
備え２ 都道府県、市町村、⺠間事業者との連携・協⼒の強化（⼈的・技術的⽀援、資

機材・燃料等の確保、廃棄物の受⼊先の確保等）
備え３ ⼤規模災害を対象とした技術的な検討の必要性
備え４ 空地の有効活⽤に向けた事前の備え（仮置場候補地の検討、関係部局との連携、

災害時の空地利⽤に関するルールの作成等）
備え５ 仮置場の適正管理（仮設処理施設を設置した場合の環境対策等）
備え６ 最終処分容量の確保、再⽣利⽤先の確保
備え７ 処理先に係る⼿続き等の簡素化（受⼊先⾃治体との⼿続き、⺠間事業者との契

約⼿続き、処理施設設置⼿続き等の簡素化）
備え８ ⼈的ネットワークの構築、⼈材育成
備え９ 広報、住⺠・被災者への対応

：関係者の役割・責務、連携・協⼒に関する事項 ：廃棄物処理に係る⼿続きの簡素化

：技術・システム検討に係る事項
凡
例
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熊本県 ⼀次仮置場の確保と管理

○現在、約４９か所
※３市 （熊本市、宇⼟市、宇城市）はご
み集積所を代⽤

平成28年4⽉21⽇
21時00分 現在

・可燃物、家電、コンクリがらなど搬
⼊時から数種類に分別して保管。
・分別⽅法をパンフレットに記載し、
広報中。
※分別した⽅が、処理期間の短縮やコ
ストの⾯でも有利

益城町の仮置場

環境省提供スライド
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熊本地震対応状況（熊本市）

• 路上の集積場所に排出された災害廃棄物等の収集が追い付いていない状況も⾒
られた
• ⼀部焼却施設が被災し、現在も復旧の⾒通しは⽴っていない
→他⾃治体の応援部隊や⾃衛隊の⽀援により収集体制を強化、仮置場等へ運搬
→依然、収集しきれていない災害廃棄物が路上に散⾒される（4⽉29⽇現在）

写真 熊本市内のごみ集積場所の様⼦（4⽉22⽇17時、国⽴環境研究所撮影） 8
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• 粗分別の上、仮置場に災害廃棄
物を集積中（→過去の教訓が活
⽤された）

• 管理上注意を要する点も散⾒
（→東⽇本⼤震災等の知⾒が活
⽤可能）
• 処理困難物の保管
• 作業環境の衛⽣管理
• 害⾍等対策
• ⽕災予防
• アスベスト対策 他

• 県等の⽀援により仮置場管理
を進めている

• 4⽉24⽇より⼀時閉鎖、⼀部の
災害廃棄物を搬出し、スペース
を確保。29⽇より受け⼊れ再開。

• 新規仮置場を整備中。

写真 益城町仮置場（中央⼩学校跡地）の様⼦（4⽉
22⽇16時30分、国⽴環境研究所撮影）

熊本地震対応状況（益城町）
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廃棄物資源循環学会等専⾨家の⽀援状況
• D.waste-net⽀援者グループの⼀員として技術的助⾔を
適宜実施するため、九州⽀部を中⼼とした体制を構築
• 熊本県庁内に設置された環境省災害廃棄物処理⽀援対策本部
にリエゾン役が常駐

• 環境省、⽇本環境衛⽣センター、国⽴環境研究所等と連携

• 主な活動内容
• 被害/対応に係る情報収集・整理
• 技術的課題の抽出、助⾔ニーズの把握
• 助⾔の取りまとめとインプット

• 東⽇本⼤震災の経験を通して蓄積された知⾒に基づき、
⽀援活動を展開中
• 仮置場を視察し、管理について⾃治体に助⾔
• 仮置場における害⾍対策について情報提供
• アスベスト調査の検討を開始

写真 嘉島町仮置場視察の様⼦
（4⽉21⽇8時、国⽴環境研究所撮影）

写真 甲佐町仮置場視察の様⼦
（4⽉22⽇12時、国⽴環境研究所撮影）
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D.Waste-Netの支援の仕組み（平成27年9月16日発足）

11

環境省
（事務局）

自治体

Ø 災害協定の締結
Ø 防災訓練への参画 等を推進

支援者グループ
民間事業者団体
グループ

国立環境研究所
（災害廃棄物情報プラットフォーム）

＜連携＞

活動支援

D.Waste-Net

地域ブロック協議会

協力
要請

地方環境事務所

Ø 技術支援のための専門家の紹介
Ø 研修講師としてのアドバイザーの派遣等

• （公社）全国産業廃棄物連合会
• （一社）日本建設業連合会
• （一社）セメント協会
• 日本内航海運組合総連合会

他

• （国研）国立環境研究所
• （一財）日本環境衛生センター
• （公財）廃棄物・3R研究財団
• （公社全国都市清掃会議

他

活動支援

民間事業者団体
地方支部

要請 要請

11
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l 市町村は災害時においても域内の⽣活ごみやし尿といった⼀般廃棄物について処理を⾏う責
任を有している。市町村は、廃棄物処理体制の早期復旧に向け、都道府県は⽀援を円滑かつ迅
速に⾏えるよう、被災側・⽀援側双⽅の体制や情報連絡⼿段、情報共有⽅法等のルール等を整
備しておくことが重要。

廃棄物処理体制の早期復旧に向けた初動体制の整備備え１

l 都道府県及び市町村は、⼈的・技術的⽀援、資機材・燃料等の確保、廃棄物の受⼊先の確保
等のため、地域ブロック内の他都道府県や関係事業者等との連携を強化し、協⼒体制（災害協
⼒協定等の締結等）を事前に構築しておくことが必要。

l 協⼒協定等に基づく協⼒が災害時に実際に有効に機能するか検証が必要であるため、⾃治体
が実施する災害廃棄物対策等の事前防災訓練に⺠間事業者も参加することが望ましい。

都道府県、市町村、⺠間事業者との連携・協⼒の強化
（⼈的・技術的⽀援、資機材・燃料等の確保、廃棄物の受⼊先の確保等）備え２

l 都道府県及び市町村それぞれが、まずは通常災害における災害廃棄物についての実効性の⾼
い処理計画を発災前から策定しておく必要がある。その上で、それでは⼗分に対応できない巨
⼤災害に備えて、地域ブロック単位で整備される⾏動計画等を⼗分に踏まえ、適切な対応（巨
⼤災害が発⽣した場合の処理計画の策定等）を⾏っておくことが必要である。

l 災害廃棄物処理に係る最新の科学的・技術的知⾒や過去の経験が効果的・継続的に集積され、
⼗分活⽤されるような体制を整備する必要がある。

⼤規模災害を対象とした技術的な検討の必要性備え３

熊本地震で今後対応すべきこと
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熊本地震で今後対応すべきこと

l 市町村はあらかじめ仮置場候補地をリストアップしておくことが必要。候補地は公有地を第⼀とし、周辺環境
へ⼗分に配慮して⽴地選定を⾏う必要がある。また仮設住宅や⾃衛隊の宿営地等との競合を避けるため、空地の
利⽤⽅法について発災前から関係部局（建設部局や港湾部局、公園部局など）と調整を⾏っておくことが重要。
リストアップした候補地については、都道府県や他市町村との連携のため関係者間で情報共有することが望まし
い。また地域ブロックなどの広域での議論も有効。

l 市町村は地⽅⾃治法に基づき災害廃棄物処理を都道府県へ事務委託する場合であっても、地元住⺠等との調整
等について主体的に取り組み、仮置場を確保する役割を果たす。

空地の有効活⽤に向けた事前の備え
（仮置場候補地の検討、関係部局との連携、災害時の空地利⽤に関するルールの作成等）備え４

l 都道府県及び市町村は、仮置場における仮設処理施設の設置にあたって、環境保全対策と処理開
始後の環境モニタリングを組み合わせた適切な環境対策について事前に検討しておくことが必要。

仮置場の適性管理（仮設処理施設を設置した場合の環境対策等）備え５

13

l 円滑かつ迅速な災害廃棄物処理のためには、早期の処理先・利⽤先の確保が重要。そのためには
処理にかかる⼿続きの簡素化（受⼊先⾃治体との⼿続き、⺠間事業者との契約⼿続き、処理施設
の設置⼿続き等の簡素化）について事前に検討しておくことが重要。

処理にかかる⼿続きの簡素化
（受⼊先⾃治体との⼿続き、⺠間事業者との契約⼿続き、処理施設の設置⼿続き等の簡
素化）

備え７

【最終処分容量の確保】
l 最終処分場については、発災後に仮設の施設で対応することができないため、最終処分しなけ
ればならない災害廃棄物（⾶灰、不燃残渣、漁網等）の処分先をあらかじめ検討しておくことが
重要。その際には災害廃棄物の発⽣量を推計したうえで、必要な容量を試算し、必要な容量を確
保する視点が必要。

【再⽣利⽤先の確保】
l 都道府県及び市町村は災害廃棄物処理と復旧・復興事業を併せた全体的な視点から⼯事調整を
⾏う必要。そのために、⼟⽊部局等の関係部局との連携強化が重要。

最終処分容量の確保、再⽣利⽤先の確保備え６

熊本地震で今後対応すべきこと
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今後必要となる個別対応事項のコンテンツ
第1部
災害廃棄物に関する国の制度・指針

第2部
計画⽴案に関するコンセプトや基本事項
〜災害廃棄物処理計画策定に向けて〜

第3部
分別・処理戦略〜具体的な技術を含めて〜

第4部
災害時の⽀援のあり⽅
〜災害廃棄物の視点から〜

第5部
参考
・放射能を帯びた災害廃棄物
・現場・ボランティアの⼼得
・海外における災害廃棄物対応のガイドライン
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